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第６部 ｜ 経済・産業　−第２章 事業所・従業者数−

産業別事業所数構成比（2021（令和３）年）� 資料：総務省・経済産業省「令和３年経済センサス－活動調査」

2021（R3）年の県内の事業所数を産業大分類別にみると、卸売業,小売業
が１万854事業所（23.0％）で最も多くなっています。また、「卸売業,小売業」、
「医療,福祉」、「宿泊業,飲食サービス業」の３つの産業で全体の約４割以上
（43.6％）を占めています。

産業別事業所数は、卸売業,小売業が
１万854事業所（23.0％）で１位

　産業別に構成割合をみると、卸売業,小売業が23.0％を占めて最も多く、次いで医療,
福祉10.7％、宿泊業,飲食サービス業9.9％、サービス業（他に分類されないもの）9.6％、
製造業9.0％、生活関連サービス業,娯楽業8.3％となっています。一方、全国では、１位
は同じ卸売業,小売業ですが２位以下は宿泊業,飲食サービス業、医療,福祉、建設業の
順となっています。

産業別事業所数

電気・ガス・熱供給・水道業
0.2
鉱業，採石業，砂利採取業
0.0

農林漁業
0.5

複合サービス事業
0.7

情報通信業
0.7

公務
（他に分類されるものを除く）
1.0

金融業，保険業
1.6

運輸業，郵便業
1.6

学術研究，
専門・技術サービス業
3.8

教育，
学習支援業
5.2

不動産業，
物品賃貸業
6.7

建設業
7.6
生活関連
サービス業，
娯楽業
8.3 製造業

9.0
サービス業

（他に分類されないもの）
9.6

宿泊業，
飲食サービス業
9.9

医療，福祉
10.7

卸売業，小売業
23.0

電気・ガス・熱供給・水道業
0.2

複合サービス事業
0.6

公務
（他に分類されるものを除く）
0.7

農林漁業
0.8

情報通信業
1.4
金融業，保険業
1.6
運輸業，郵便業
2.4
教育，
学習支援業
4.0
学術研究，
専門・技術
サービス業
4.8

サービス業
（他に分類されないもの）

7.1
不動産業，
物品賃貸業
7.1
製造業
7.8 生活関連

サービス業，
娯楽業
8.3

建設業
9.2

医療，福祉
9.2

宿泊業，
飲食サービス業
11.4

卸売業，小売業
23.2

鉱業，採石業，砂利採取業
0.0

4万7,260

令和3年
事業所数

事業所
528万8,891

令和3年
事業所数

事業所

奈良県 全　国

※ 四捨五入の関係で、端数において一致しない場合がある。
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第６部 ｜ 経済・産業　−第２章 事業所・従業者数−

産業別従業者数構成比（2021（令和３）年）� 資料：総務省・経済産業省「令和３年経済センサス－活動調査」

　産業別に構成割合をみると、全国においては卸売,小売業が１位、次いで医療,福祉、
製造業の順となっています。「卸売業,小売業」（18.6％）、「医療,福祉」（14.2%）、「製造業」
（14.1％）の３つの産業で全体の約５割（46.9％）となっています。

2021（R3）年の県内の従業者数を産業大分類別にみると、医療,福祉が９
万6,433人（19.6％）で最も多く、次いで、卸売業,小売業が９万2,256人
（18.8％）、製造業が７万499人（14.4％）となっています。また、「医療,福祉」、
「卸売業,小売業」、「製造業」の３つの産業で全体の５割以上（52.8％）を占
めています。

産業別従業者数は、医療,福祉が
９万6,433人（19.6％）で１位

産業別従業者数

電気・ガス・熱供給・水道業
0.4
鉱業，採石業，砂利採取業
0.0

農林漁業
0.4

情報通信業
0.5

複合サービス事業
0.9

学術研究，専門・技術サービス業
2.0

金融業，保険業
2.2

不動産業，物品賃貸業
2.3

公務
（他に分類される
ものを除く）
3.7

運輸業，
郵便業
4.1

生活関連
サービス業，娯楽業

4.1建設業
4.3
サービス業

（他に分類され
ないもの）
6.7

教育，学習支援業
7.6

宿泊業，
飲食サービス業
8.1

製造業
14.4

卸売業，小売業
18.8

医療，福祉
19.6

電気・ガス・熱供給・水道業
0.4

複合サービス事業
0.7

農林漁業
0.7

金融業，保険業
2.4

2.6
不動産業，物品賃貸業
2.63.2

情報通信業
3.2

3.2

公務
（他に分類される
ものを除く）
3.2

生活関連
サービス業，
娯楽業
3.5

学術研究，
専門・技術
サービス業
3.6

運輸業，郵便業
5.3

教育，学習支援業
5.4
建設業
6.0 宿泊業，
飲食サービス業
7.5

サービス業
（他に分類されないもの）

8.5

製造業
14.1

医療，福祉
14.2

卸売業，小売業
18.6

鉱業，採石業，砂利採取業
0.0

49万1,084人

令和3年
従業者数

6,242万7,908人

令和3年
従業者数

奈良県 全　国

※ 四捨五入の関係で、端数において一致しない場合がある。
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第６部 ｜ 経済・産業　−第２章 事業所・従業者数−

工場・研究所の立地件数及び対全国比の推移� 資料：産業創造課による独自調査　　
（経済産業省「工場立地動向調査」参考）

年別工場・研究所立地件数（奈良県・全国）� 資料：産業創造課による独自調査　　
（経済産業省「工場立地動向調査」参考）

●立地件数…製造業の工場・研究所を建設するために1,000㎡以上の用地を取得（又は借用）した企業数。

2024（R6）年の立地件数は46件で（敷地面積1,000㎡以上）、そのうち工場
が46件、研究所が０件でした。全国の立地件数に占める割合は5.31％でし
た。全国の立地件数は前年より49件（6.0％）増加しており、奈良県は前年
より18件（64.3％）の増加となっています。

2024（R6）年の工場・研究所の立地件数は、46件

工場・研究所の立地件数

（件） （%）

（年）
0

10

20

30

40

50

0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

2022202120202019201820172016

数
件
地
立

比
国
全
対

2024
（令和6）

2015
（平成27）

2023

46

33
31

28
32

38
34

32

25

3.47

5.3128

3.433.533.333.173.323.263.06
2.30

奈良県 対全国比（右目盛）

2015
(平成27)

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024
(令和６)

奈良県（件） 25 32 34 38 32 28 31 33 28 46

内 工場（件） 25 32 34 38 32 26 29 32 28 46

内 研究所（件） ０ ０ ０ ０ ０ ２ ２ １ ０ ０

全国 （件） １,087 １,046 １,042 １,143 １,011 842 879 950 817 866

内 工場（件） １,070 １,026 １,030 １,123 990 826 858 922 799 854

内 研究所（件） 17 20 12 20 21 16 21 28 18 12

対全国比（件） ２.30 ３.06 ３.26 ３.32 ３.17 ３.33 ３.53 ３.47 ３.43 ５.31
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第６部 ｜ 経済・産業　−第２章 事業所・従業者数−

　2021（R3）年の奈良県の事業所の従業者数は49万1,084人で、本県の全国に占める
割合は0.79％になっています。
　全国の従業者数は6,242万7,908人となっています。

　2021（R3）年６月１日現在で実施された経済センサス-活動調査結果によると、事業所
数は４万7,260事業所で、本県の全国に占める割合は0.89％になっています。
　全国の事業所数は528万8,891事業所となっています。

2021（R3）年の経済センサス-活動調査確報で、県内の事業所数は４万
7,260事業所、従業者数は49万1,084人となっています。

■ 事業所数は４万7,260事業所（事業内容等が不詳の事業所を除く）

■ 従業者数は49万1,084人

事業所数は４万7,260事業所、従業者数は49万1,084人

事業所数と従業者数

　また、それぞれ、国及び地方公共団体の事業所以外の事業所に対する調査（以下
「甲調査」という。）と、国及び地方公共団体の事業所に対する調査（以下「乙調査」
という。）の２つの調査を実施しています。
　なお、結果について、従来の事業所・企業統計調査とは、調査手法が異なるため、
過去の事業所・企業統計調査との比較はできませんので、ご留意ください。

　経済センサスは、事業所及び企業の経済活動の状態を明らかにし、我が国にお
ける包括的な産業構造を明らかにするとともに、事業所・企業を対象とする各種統
計調査の実施のための母集団情報を整備することを目的としています。

経済センサスとは

経済センサスは、以下の二つから成り立っています。
●基礎調査…事業所数、従業者数などの基本的構造を調査
●活動調査…基本的構造に加え、事業所・企業の経済活動状況を調査
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事業所数と従業者数の推移� 資料：左　総務省統計局「事業所・企業統計調査」　　　
右　総務省「経済センサス－基礎調査、活動調査」

※1 �2009（H21）年次、2014（H26）年次、2021（R3）年次の数値はそれぞれ「平成21年経済センサスー基礎調査」（2009（H21）年
７月１日基準日）、「平成26年経済センサスー基礎調査」（2014（H26）年７月１日基準日）、「令和３年経済センサスー活動調査」
（2021（R3）年６月１日基準日）の集計結果による。

※2 �令和３年経済センサスー活動調査の甲調査では、「国税庁法人番号サイト」情報から、過去の調査では捉えていない外観からの確
認では把握が困難な事業所を加えた調査名簿を基に調査を行っており、従来の活動調査よりも幅広に事業所を捉えています。そ
のため、集計結果の時系列比較を行う際は、十分留意が必要です。
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47,260
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【事業所数】
5,288,891

【従業者数】
62,427,908
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数
所
業
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数
者
業
従

数
所
業
事

数
者
業
従

【事業所数】
全国の
0.89％

【従業者数】
全国の
0.79％
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第６部 ｜ 経済・産業　−第２章 事業所・従業者数−

産業別（1次・2次・3次）就業者数

　産業３部門別にみると、
第１次産業 全体１万4,925人（2.4％）、男性9,872人（1.6％）、女性5,053人（0.8％）
第２次産業 �全体13万9,493人（22.1％）、男性10万751人（16.0％）、女性３万8,742人（6.1％）
第３次産業 �全体47万7,088人（75.5％）、 男性23万2,593人（36.8％）、女性24万

4,495人（38.7％）
　2015（H27）年と2020（R2）年を比べると、女性の第３次産業の割合が最も伸びていて、
36.9％から38.7％へ1.8ポイント増えています。
　2020（R2）年の全国と奈良県を比べると、奈良県の第３次産業の割合が75.5%で、全
国平均が73.4%となっており、奈良県が2.1ポイント上回っています。
●就業者構成比…�分類不能産業を加えた総就業者に対する割合。但し、2015（H27）年以降は分類不能産業

をあん分して補完した不詳補完値による。

令和２年国勢調査結果によると、15歳以上の奈良県民の就業者数（県民で
県内および県外で働く人）は63万1,506人。うち第３次産業の就業者の構
成比は75.5％と、全国平均を2.2ポイント上回っています。

第３次産業の構成比は75.5％と最も高い

産業別（第１次・第２次・第３次）就業者の男女別構成割合の推移
� 資料：総務省統計局「国勢調査」

1.8 0.9
17.2 6.1 37.2 36.9

16.0 6.1 36.8 38.7
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17.1 6.3 35.9 37.4
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分類不能（男性）

第3次（女性）
第3次（男性）

第2次（女性）
第2次（男性）

第1次（女性）
第1次（男性）

県
良
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国
全

※2015（平成27）年、2020（令和２）年は不詳補完値による。
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産業別（第１次・第２次・第３次）の男女別就業者数の推移� 資料：総務省統計局「国勢調査」
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（年）

（万人）

第1次産業（男性）
第1次産業（女性）

分類不能（男性）
分類不能（女性）

第2次産業（男性）

第2次産業（女性）

第3次産業（男性）

第3次産業（女性）

分類不能（女性）
分類不能（男性）

第3次（女性）
第3次（男性）

第2次（女性）
第2次（男性）

第1次（女性）
第1次（男性）

第3次産業 就業者数
47万7,088人

第2次産業 就業者数
13万9,493人

第1～3次産業 就業者数
63万1,506人

第1次産業 就業者数
1万4,925人

※2015（平成27）年、2020（令和２）年は不詳補完値による。
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